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歳入決算　２７８億１,０６８万円

ポイント
　歳入では、税収が少ないため、地方交付税などが約４割と大きく、交付税
制度の変更による影響が大きいといえます。また税源移譲により市税収入
が増えても交付税が減少するため収入の増加は見込めません。
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決算で見る
市の財政状況

■市税の構成比
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■一般会計の科目別歳入歳出決算額
決算額　科　　目

２７８億１,０６８万円歳入総額
６５億０,６７８万円市税
１０７億８,９６２万円地方交付税等
８９億７,０６６万円地方交付税
６億３,６７３万円地方譲与税
５億２,３１６万円地方消費税交付金
２億３,５４６万円自動車取得税交付金
１億９,７７５万円地方特例交付金
１億４,８２６万円ゴルフ場利用税交付金

３,５０１万円利子割交付金
２,１７５万円株式等譲渡所得割交付金
１,３４３万円配当割交付金
７４１万円交通安全対策特別交付金

２５億４,３１０万円市債
１９億５,３３６万円県支出金
１７億９,６３７万円国庫支出金
１５億７,２２９万円繰越金
７億３,９２２万円諸収入
７億１,９５４万円使用料・手数料
４億８,５３６万円繰入金
３億８,２９２万円分担金・負担金
２億９,０５３万円財産収入

３,１５９万円寄附金

■市税の内訳
決算額　科　　目

６５億０,６７８万円市税総額
２２億６,９８９万円市民税
１７億７,９２９万円個人
４億９,０６０万円法人
１０億４,７５８万円固定資産税
７億４,７４１万円土地
１４億７,５７９万円家屋
１２億０,７０８万円償却

４,７８９万円国有資産等交付金
１億１,００９万円軽自動車税
３億３,７９１万円市たばこ税

２４万円特別土地保有税
１９７万円鉱産税
５,１７０万円入湯税

２億５,６８２万円都市計画税
１億０,６４９万円土地
１億５,０３３万円家屋

２６２億４,３０３万円歳出総額
４８億９,９２９万円民生費
４８億６,０３５万円総務費
３６億７,０５６万円公債費
３１億９,０１９万円教育費
３１億４,２６７万円衛生費
３１億１,８３８万円土木費
１６億６,８５９万円農林水産業費
９億３,１４６万円消防費
３億８,００７万円商工費
２億４,８８７万円議会費

７,８１０万円災害復旧費
５,４５０万円労働費

歳出決算　２６２億４,３０３万円

歳出事業ランキング２０（金額の大きな事業）

金額　事業名

１１億２,９７５万円
道路橋りょう新設改良費（東雲バイパス、
緊急地方道路整備、地方特定道路整備、辺
地対策事業、過疎対策事業など）

①

１０億０,３６７万円保育所費②
１０億０,２６３万円じん芥処理費③
７億０,０００万円地域振興基金積立金④
６億９,４１９万円常備消防費⑤
５億８,５８４万円学校給食費⑥
５億７,５７０万円下水道事業費（一般会計負担分）⑦
５億３,２２７万円福祉医療経費⑧
５億３,１４３万円介護保険費（一般会計負担分）⑨
４億５,２６７万円国民健康保険費（一般会計負担分）⑩
４億３,５３８万円簡易水道事業費（一般会計負担分）⑪
４億１,７１３万円地域医療対策費⑫
４億１,０４４万円老人保健医療費（一般会計負担分）⑬
４億０,２０３万円支援費制度推進事業費⑭
３億４,５５４万円特環竹折処理区建設事業費⑮
３億３,４４５万円し尿処理費⑯
３億２,３９７万円道路橋りょう維持費（補修工事、融雪剤など）⑰
２億９,０５６万円公共奥戸処理区建設事業費⑱
２億８,６８２万円武並コミュニティセンター建設事業⑲
２億７,３３０万円小学校管理費⑳

ポイント
　歳出では、人件費、扶助費など義務的経費が多くを占め
る民生費、総務費、公債費で全体の半分以上を占めていま
す。民生費は、老人、児童などの福祉経費、総務費は、地
域振興、防災、ケーブルテレビ事業などが主なもので、と
もに市民に特に関係の深いものとなっています。
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 借　金 
市民１人当たり１０９万５,０８０円

■市債（市の借金）の状況
平成１７年度末残高内訳
６２３億５,３８６万円総計
３７６億４,２０５万円●一般会計
７４億１,０８６万円土木債
５４億１,０２２万円衛生債
５３億４,５５４万円臨時財政対策債
５１億１,５７５万円教育債
４０億９,７４７万円過疎対策債
３５億８,８８８万円農林水産業債
１４億１,６０１万円辺地対策債
１３億１,６２７万円住宅債
１１億０,０３４万円減税補てん債
９億５,７４３万円民生債
８億５,３７０万円合併特例事業債
３億１,０７５万円消防債
２億７,２０１万円臨時税収補てん債
２億４,１４８万円災害復旧事業債

９,５２４万円県貸付金
５,６４５万円商工債
５,３６５万円総務債

２０１億７,３４４万円●特別会計
９８億２,８３９万円公共下水道債
６６億９,７５８万円簡易水道債
２５億６,９４３万円農業集落排水事業債
４億３,１６８万円介護保険施設事業債
３億３,４８８万円国民健康保険（診療所債）
３億１,１４８万円駐車場整備事業債
４５億３,８３７万円●企業会計
２１億２,８１２万円水道債
１５億８,５３０万円病院事業債
８億２,４９５万円介護老人保健施設事業債

 貯　金 
市民１人当たり１９万２,２３２円

■基金（市の貯金）の状況
平成１７年度末残高内訳
１０９億４,５６７万円総計
９７億９,８６２万円●積み立てる基金
７８億４,９５６万円【一般会計に属する基金】
３２億８,８０９万円　財政調整基金
９億６,４５９万円　市民のまちづくり基金
９億３,６７２万円　地域福祉基金
７億３,８９９万円　公共施設整備基金　
７億０,０００万円　地域振興基金
２億９,３７０万円　減債基金
１億５,５７８万円　人工透析施設整備基金
１億３,２３７万円　簡易水道経営安定化基金
１億０,７８７万円　シアター恵那関連基金
１億０,００１万円　国際交流振興基金
４億３,１４４万円　その他
１６億９,３３９万円【特別会計に属する基金】
７億７,０１４万円　国民健康保険給付基金
２億１,０９８万円　下水道基金
１億７,３９２万円　農業集落排水基金
１億７,３６２万円　介護保険給付基金
１億４,１００万円　駐車場施設整備基金
１億１,９９０万円　簡易水道基金
１億０,３８３万円　その他
２億５,５６７万円【企業会計に属する基金】
１億７,０６７万円　減債積立金（水道事業）

８,５００万円　その他
１１億４,７０５万円●定額の資金を運用する基金
９億５,６１７万円　土地開発基金
１億５,１９８万円　奨学資金貸付基金

２,２８６万円　家畜貸与基金
１,６０４万円　高額療養費貸与基金

■市全体の会計別決算の状況
歳入歳出差引額歳　　　出歳　　　入平成１７年度決算の内訳
１６億５,７７２万円４９５億６,０３７万円５１２億１,８０９万円決算総額
１５億６,７６５万円２６２億４,３０３万円２７８億１,０６８万円一般会計
３億０,１６９万円１８０億５,８００万円１８３億５,９６９万円特別会計
２億２,１７０万円４５億６,５５２万円４７億８,７２２万円国民健康保険特別会計（事業）

１４６万円７億３,２２８万円７億３,３７４万円国民健康保険特別会計（施設）
△１,５９４万円５７億０,５８３万円５６億８,９８９万円老人保健医療特別会計
８,０８６万円３４億１,１２１万円３４億９,２０７万円介護保険特別会計
８７５万円２１億４,１６７万円２１億５,０４２万円公共下水道事業特別会計
４１万円１０億４,８２４万円１０億４,８６５万円簡易水道事業特別会計
３万円２億５,３６０万円２億５,３６３万円農業集落排水事業特別会計
９万円１億１,１９８万円１億１,２０７万円温泉事業特別会計

１８３万円６,８５４万円７,０３７万円駐車場事業特別会計
１４９万円１,７９４万円１,９４３万円交通災害共済事業特別会計
９２万円９５万円１８７万円上財産区特別会計
９万円２４万円３３万円遠山財産区特別会計

△２億１,１６２万円５２億５,９３４万円５０億４,７７２万円企業会計
２２１万円３３億０,０１１万円３３億０,２３２万円収益的病院事業会計 △１,５４６万円１億１,６７５万円１億０,１２９万円資本的
８,７４６万円８億１,８４５万円９億０,５９１万円収益的水道事業会計 △２億８,２６９万円５億７,６２１万円２億９,３５２万円資本的
６４７万円４億１,９１９万円４億２,５６６万円収益的介護老人保健

施設事業会計 △９６１万円２,８６３万円１,９０２万円資本的

※市民１人当たりの額は、平成１８年３月３１日の人口５６,９４０人で算出。
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市財政の健康状況は

　指標の説明
参考数値

恵那市 区　分
類似団体

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであ
ろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収
入額等に普通交付税を加算した額です。

１２３億４,８１３万円１５３億４,７３９万円標準財政規模

市の財政力（体力）を示す指数であり、指数が高いほ
ど財源に余裕があるものとされます。
１未満の場合は、市税収入だけでは市の運営ができ
ないため普通交付税が交付されます。

０.６５０.４８７
財政力指数
（３年平均）

標準財政規模に対する実質収支額の割合を実質収支
比率といいます。実質収支額が黒字の場合の比率は
正数で、赤字の場合は負数で表されます。

６.５８.０実質収支比率

実質公債費比率は、企業会計まで含めた起債（借金）
の返済額が標準財政規模に占める割合を表し、平成
１７年度から採用されたもので、財政運営上の重要な
数値となります。１８㌫ を超えると借り入れに許可が
必要となり、２５㌫以上で借り入れが制限されます。

－ 
（９.４）

１６.３
（１２.６）

実質公債費比率
（起債制限比率）

経常収支比率は、地方税、普通交付税などの経常的な
財源が、人件費、扶助費、公債費などの経常的な経費
に充当されている割合で、新たな事業に使えるお金
の弾力性を表すものです。
市では７５㌫程度が妥当と考えられています。

８６.３８６.４経常収支比率

　市財政の状況を見るため、財政運営をする上で参考となる数値を見てみ
ましょう。参考数値として人口など恵那市と同程度の規模の団体における
平均的な数値（類似団体欄）を併記しています。

類似団体数値と※は、平成１６年度の数値。

東濃５市における恵那市の位置は 平成１７年度決算

平成１７年度から企業会計などの借金
を加えた実質公債費比率が採用さ
れ、２つのグラフの差が大きいほど
企業会計の借金が多いといえます。

７５㌫ 程度が適当といわれ、恵
那市は３番目の数値ですが、
５市が全体的に決して良い数
値ではありません。

５市とも1.000未満で交付税に頼
る財政運営となります。恵那市
は税収が少ないため、財政力は
低く、４番目となっています。
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